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●卦蕎砂鄭貯徳置、磁鰯儲、雲罫だ醜類，一聞新業産道水2011年（平成23年）6月20日（月曜日）第4664号どのような復興の青写真を描けばいいのか識者が提案する復興手法水嚢≧懇寒．　，繊暴癒　　《響・磯炉　東日本大震災では、沿岸部の上下水道施設を中心に甚大な被害がでた。未曾有の大災害から復興を遂げ、安全な上下水道システムを構築するためには、従来とは異なった新たな制度設計や手法を取り入れていくことが不可欠である。ここでは、水インフラの復興手法を探るべく、さまざまな識者から話を聞いた。烹営為水工離業無難諭繁　　　　　撞　　　　　　　　　　　ミ〜灘」多蒔ウ》　　　　　　　　　　繋．馬お蟻｝野　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　夢金井重夫・取締役技術本部副本部長フレーム見直しの機会に幽持続可能な上下水とは　コ兀気な東北復興」ということで、被災地では水インフラの本格復旧に向けた計画づくりが本格化しつつあります。その際にひとつ璽要なのは、適正な計画フレームの設定です。　従来上下水道計画を策定する場合、これまでの人口、産業の動向、各自治体の総合計画等を参考に計画人口、水鐙等を決めてきました。総合計画等には霞治体の希望的な部分も含まれる場合があり、施設の建設が進み、維持管理の階代に入る中で、人口、水蚤が予測通り伸びないことが多く見受けられるようになりました。この結果施設の建設費、維持管理費が割高になり、事業運営にも影響を与えるケースがありました。人口減少と少子高齢化が進む中で、持続司広域化で管理コスト削減を能な上下水道とはどのような姿なのか。東日本大纒災は、水インフラ金体のフレームを見直す良いチャンスだと考えます。合併の成果は不十分　東北地方は少子高齢化が全国平均よりも進んでいる地域であり、上下得道については、サービスレベルを保ちながらいかに建設費、管理費を下げて事業運営を進めるかが課題となっていました。今回の被災で、この課題はより深刻さを増したわけですが、有効な改善策の一つとして提案したいのが、市町村の枠を越えた管理の広域化です。　平成の大合併に伴い上下水道でも維持管理の広域化は実施しやすくなりましたが、実際は十分な成果を上げているとは言えません。多くの人が課題を認識していても、実際に複数の自治体が横断的にアクションを起こすまでには至らないケースが圧倒的に多かったと露えます。　今回は、その課題の深刻さゆえに被災事業体からそうした発想が自然発生的に出てくる可能性もありますし、国や県がそうした議論をリードされるかもしれません。弊社も今後このことに対し積’極性に支援していきたいと考えています。集約と分散のバランスを　一方、力のある自治体が核となり、事業区域を周辺の圏治体まで広げることは有力な広域化の方法です。事業区域を広域化することで、技術者の確保がしゃすくなるほか、建設部門、管理部門共に組織の効率化が進むものと考えます。しかし、核となる大きな都市がなく、また高齢化、人口減少が進む三陸沿岸などは広域化とは違う解決策を探る必要があるかもしれません。経済性を慎重に検討しながら、地域特性を踏まえて集約型システムと分散型システムのバランスを考える必要があるでしょう。　いずれにしろナショナルミニマムである上下水道は「成り立たない」システムであってはいけないのです。そのため弊社も協力できれば幸いです。蹴、w�lハ�g撚�n難鳩二、？瓦、輸ミ｛�`灘幽く口移謬韓’潟蠣蒋、共ぜぎ蓉

